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【要約】 
高齢認知症者 38 名(85.6±6.5 才)を対象に、発芽玄米 2 割の主食を１日 3 食摂取（栄養療
法）、脳トレーニングドリル問題を週 5 日約 10 分（作業療法）、座位ストレッチを週 5 日約
15 分（運動療法）継続的に実施し、2 ヶ月毎に対象者の運動機能評価(10m 歩行、手技能、言
語運動能)を 2 年間実施した。 
その結果、運動機能評価 3 項目において平均遂行時間の期間間の有意な変化はなかった(p
＞0.05, ANOVA)。1 日平均脳トレーニングドリル問題枚数と言語運動能の間には有意な相関
がみられた(p＜0.01, Bonferroni)。運動回数と運動機能評価の相関では、3 項目ともに有意
差はなかった(p＞0.05)。 
運動機能 3 項目において有意な変化はなかったことから、栄養・作業・運動複合療法の介
入により、認知症者の運動機能の改善はなかったが、悪化を防止できた。また、脳トレーニ
ングが言語運動機能に対して正の相関があることがわかった。 
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Ⅰ．はじめに 
１．認知症 
認知症とは、一旦正常に達した「記憶」「学習」「判断」「計画」といった脳の認知機能が
後天的な脳の器質障害によって持続的に低下し、日常・社会生活に支障をきたす状態をいう
1)。平成 24 年厚生労働省調査によると、全国の 65 歳以上の高齢者では、認知症有病率が 15%、
認知症有病者数は約 462 万人に達していると推定されており、年々増加し続けている疾患で
ある 2)。高齢化が加速している現代では、日本だけでなく世界中において重大な社会問題の
一つとなっている。しかしながら、認知症の有効な治療はまだ確立していないのが現状であ
る。 
 
2. 栄養療法：発芽玄米 
玄米に加水し、発芽を誘発させた発芽玄米は、玄米と同様に糖層と胚芽を持ち、食物繊維、
ビタミン、ミネラルを豊富に含んでいる。「発芽」という生理現象を生かすことで玄米の機 
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能を強化させ 3)、さらに旨みと甘みが付加され、食べやすい食感となっている。また、発芽
によって糖質や蛋白質が代謝され、遊離アミノ酸倍加、γ-アミノ酪酸(GABA)やフェルラ酸
富化が起こり、これらによる様々な生理活性作用がみられる 3)～ 5)。 
発芽玄米は、高い栄養価と豊富な生理活性機能をもち、かつ主食として無理なく継続的に
摂取することが可能と考えて導入した(前稿参照)。 
 
3. 作業療法：脳トレーニング 
脳機能は成長期には脳内で回路がどんどん形成され、脳細胞数も増え、記憶量が飛躍的
に上昇するが、成人に達すると脳細胞の増殖は止まり、その後は減少していく 5)7)。しかし、
脳には可塑性があり、ある部位を使えばその機能が上昇し、使わなければ退化していく。
そのため、記憶力の減退を防ぎ、脳機能の維持または向上を図るには既存の脳細胞を使い、
シナプスを増加させて脳内回路を増やしていくことが提唱されている 6)7)。そこで、認知症
者の停止している脳機能の回復や、特定の脳領域が器質的に欠損している場合でも、残存
脳領域の代償作用による失われた脳機能の回復を期待して、患者個人の状態に合わせた脳
トレーニングを導入した(前稿参照)。 
 
4. 運動療法：運動トレーニング 
身体活動は認知機能に影響を及ぼし、運動は直接的な神経生理学的刺激効果を有すること
から、認知障害を予防、改善する効果が示唆されている 8)。運動機能を使用することは脳の
様々な部位を使うため、運動により脳代謝が活発になることや、中年期に運動していた人は
実施していない人よりも認知症発症率が 50％以上低い 9)。また、運動により前頭葉認知機能
や記憶力が改善することがみられている 10)-14)。そのため、より負荷のかかる運動トレーニ
ングを積極的に取り入れたかったが、対象者の多くが後期から超高齢者であったため、負荷
の軽い座位での適度な運動トレーニングを身体・精神機能の悪化防止を期待して導入した。 
 
Ⅱ．目 的 
認知症発症者は年々増加しているが有効な治療法は確立されておらず、症状進行を防ぎ身
体・精神的機能を維持させることが現在の主な治療となっている。本研究では、高齢認知症
者を対象に、栄養（発芽玄米摂取）・作業（脳トレーニング）・運動療法（運動トレーニング）
を継続的に実施し、認知症治療効果を精神機能検査と身体機能検査により評価した。 
本稿では、運動機能検査の結果について述べる。 
 
Ⅲ．方 法 
1. 対象者 
対象者は、某介護福祉施設に入所している高齢認知症者 38 名（女性 36 名、男性 2 名）で、
研究開始時、年齢 85.6±6.5 歳、認知症自立度Ⅰ～Ⅲであった。 
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2. 研究期間 
平成 19 年 11 月～平成 28 年 3 月の期間、研究参加者を随時募集し、研究内容について説
明して同意をいただき、かつ家族の同意が得られた対象者が研究に参加した。本稿では、研
究参加開始から 2 年間のデータについて集計して統計解析した。 
本研究は、富山短期大学倫理委員会規程を充たし、かつ米国の国立保健研究所（NIH）の
ヒト倫理委員会基準も充たしている。 
 
3. 栄養・作業・運動複合療法 
1) 栄養療法：発芽玄米摂取 
 白米と発芽玄米を 3：1 の割合で混合し炊飯したものを施設の厨房で用意してもらい、対
象者に主食として原則 1 日 3 食(1 食につき発芽玄米 20g 程度)摂取してもらった（前稿参照）。 
 
2) 作業療法:脳トレーニング 
脳トレーニング問題は、脳トレーニングドリルテキスト 6)7)を用いて、記憶力、集中力な
ど 9 つの能力別に作成し、１日に平均 5～15 問、毎回異なる問題を対象者に解いてもらった
（前稿参照）。 
 
3) 運動療法:運動トレーニング 
対象者のほとんどが、後期～超高齢者であり、研究開始時から杖や歩行器、車いすを利用
している者もいた。そのため、どの対象者でも無理なく取り組める座位ストレッチを中心と
した運動トレーニングを、週 5 日、1 日 15 分程度行ってもらった。1 日の運動トレーニング
例を表 1 に示す。また、スポーツトレーナーが月 4 回施設を訪問し、その際、座位ストレッ
チの他に、立位でのストレッチやボールを使った体操などを実施した。 
 
4.運動機能評価 
いくつかの既存の運動機能検査 15)-17)を参考にして、歩行、手技、言語運動の 3 項目で運
動機能を 2 か月ごとに実施して評価した。 
 
＜歩行＞10mの距離をできるだけ速く歩くよう指示し、10m歩行にかかった時間を測定した。
対象者全員が、体力、筋力、バランス能力の低下がみられ、杖や補助具を使って検査を実施
した者がいた。この場合、開始時から同じ操作を行った。 
＜手技＞利き手で卓上のお手玉を左右へできるだけ速く移動するように指示し、10 往復する
時間を測定した。 
＜言語運動＞紙に書かれたひらがな 3 文字の言葉（例：りんご、くるま）をできるだけ速く
読み上げるように指示し、順次呈示された 10 種類の 3 文字言葉を口頭で答える時間を測定
した。 
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表 1 1 日の運動トレーニング例 
座位の状態で 
 1.深呼 3 回 
 2.腕の曲げ伸ばし 10 回 
 3.腕の上げ下げ 10 回 
 4.片手を挙げて反対側に体を曲げる（左右） 10 秒ずつ 
 5.肩の上げ下げ 10 回 
 6.肩を回す（前回し、後ろ回し） 10 回 
 7.片足の曲げ伸ばし 10 回×2（左右） 
 8.片足を上げたまま 10 秒キープ 1 回×2（左右） 
 9.両足を上げたまま 10 秒キープ 1 回 
10.足踏み 10 回×2 
11.手の振りをつけて足踏み 10 回×2 
12.かかとの上げ下ろし 10 回 
13.つけつま先の上げ下ろし 10 回 
14.指の曲げ伸ばし（グー、チョキ、パーの動き） 10 回 
15.首の運動（前後・左右に傾ける、ゆっくりまわす） 2 回ずつ 
16.手・足のマッサージ（トントンとたたく） 10 秒ずつ 
17.深呼吸 3 回 
 
5. データ解析 
対象者によって研究を実施した時期が異なるため、研究開始日を基準に 2 年間のデータを
使用して栄養・作業・運動複合療法による認知症者の運動機能を評価した。 
対象者の運動機能を測定するために、運動機能検査（10m 歩行テスト、手技能テスト、言
語運動能テスト）の所要時間を 2 ヶ月毎に集計し、因子ごとの数値を各期間で一元分散分析
(One way-ANOVA)による有意差を検定した（プログラム：Statview-J5.0,SAS Institute Inc.）。
Post-hoc テストは Fisher`s LSD を用いた。また、Pearson 相関解析により、脳トレーニン
グ実施枚数と各運動機能検査との関連性、および運動トレーニング実施回数と各運動機能検
査との関連性を調べた。有意差は Bonferroni 法を用いた。有意水準は P＜0.05 とした。ま
た、各運動機能検査についてクラスター分析による群分けを行った。 
 
Ⅳ．結 果 
1. 栄養・作業・運動複合療法の実施状況 
栄養療法および作業療法の実施状況（発芽玄米摂取回数、脳トレーニングドリル枚数）に
ついては、先行論文｢栄養・作業・運動複合療法による認知症治療効果：精神機能評価｣の結
果を参照。  
 
1) 運動療法：運動トレーニング実施回数 
 全対象者における月毎の運動トレーニング平均実施回数を図 1 に示す。2 年間全体の平均
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運動トレーニング実施回数は 11.7±2.4 回/月であった。この数値から、対象者は平均で 2
～3 日間に一回の割合で運動トレーニングを 2 年間継続していたことになる。しかしながら、
個人の能力による差が大きく、平均値変動が大きい要因となっている。 
 
 
図 1 運動トレーニング実施回数 
 
2. 運動機能評価 
1) 10m 歩行 
 2年間における 2か月毎の 10ｍ歩行平均遂行時間を図 2に示す。14ヶ月後では 100秒以上、
18 ヶ月後、20 ヶ月後では 200 秒以上かかった対象者がいたため、他の期間よりも標準偏差
が大きくなっている。平均値でみると、概ね研究開始時と 2 年後では大きな変化はなく、期
間間における 10ｍ歩行平均遂行時間の有意な変化はなかった(P＞0.05, ANOVA)。また、クラ
スター分析により 2 年間の 10ｍ歩行遂行時間パターンを分類した結果、期間中の歩行遂行時
間が安定している維持群 13 名と歩行遂行時間が増加していった悪化群 18 名に分類された。 
 
2) 手技 
2 年間における 2 ヶ月毎の手技平均遂行時間を図 3 に示す。平均値でみると、なだらかな 
 
 
図 2 10ｍ歩行の平均遂行時間     カッコ内数字：対象者数 
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右下がりの変化をしており、研究開始時と 2 年後で比較しても約 6 秒の短縮がみられる。し
かし、偏差が大きいため、期間間における手技平均遂行時間の有意な変化はなかった(P＞
0.05, ANOVA)。 
また、クラスター分析により 2 年間の手技遂行時間パターンを分類した結果、期間中の手
技遂行時間が安定している維持群 24 名と改善した群 3 名に分類された。手技遂行時間が延
長した者はいなかった。 
 
図 3 手技の平均遂行時間     カッコ内数字：対象者数 
 
3) 言語運動 
  2 年間における 2 ヶ月毎の言語運動平均遂行時間を図 4 に示す。12 ヶ月以降では、80 秒
以上を要した者や言語障害を発生した者がいたため、標準偏差が大きくなっている。平均値
でみると、概ね研究開始時と 2 年後では大きな変化はなく、期間間における言語運動平均遂
行時間の有意な変化はなかった(P＞0.05, ANOVA)。また、クラスター分析により 2 年間の言
語運動遂行時間パターンを分類した結果、期間中の言語運動遂行時間が安定している維持群
26 名がいたが、その他は群分けできなかった。 
 
 
図 4 言語運動の平均遂行時間     カッコ内数字：対象者数 
 
(31)  (26)  (26)  (22)  (21)  (16)  (21)  (20)  (20)  (18)  
(15)  
(10)  (8)  
0
5
10
15
20
25
30
35
40
45
時間（秒） 
(30)  
(24)  (25)  (24)  (16)  
(15)  
(22)  
(20)  
(20)  
(18)  (16)  
(10)  (9)  
0
10
20
30
40
50
60
70
80
時間（秒） 
富山短期大学紀要第 52 巻（2017.3） 
 
- 26 - 
 
3. 脳トレーニングドリル実施枚数と運動機能評価の関連性 
 Pearson 相関分析を用いて、脳トレーニングドリル実施枚数と運動機能検査 3 項目との関
連性を、研究開始時、1 年後、2 年後に調べた。その結果、3 項目のうち言語運動遂行時間の
研究開始時のみで有意な負の相関がみられた(P＜0.01, Bonferroni)。研究開始時、1 年後、
2 年後の脳トレーニングドリル実施枚数と言語運動遂行時間の関連を図 5 に示す。研究開始
時には、相関係数が－0.528 と緩やかだが、有意な負の相関がみられ、1 年後および 2 年後
でも、有意差はなかったものの緩やかな右下がりの傾向がみられた。 
 
  
(r=－0.528，P<0.01)        (r=－0.432，P>0.05) 
 (r=－0.420，P>0.05) 
図 5 脳トレーニングドリル枚数と言語運動遂行時間の相関 
 
4. 運動トレーニング実施回数と運動機能評価の関連性 
 Pearson 相関分析を用いて、運動トレーニング実施回数と運動機能検査 3 項目との関連性
を研究開始時、1 年後、2 年後に調べた。その結果、3 項目すべてで、どの時期でも、有意差
はなかった(P＞0.05, Bonferroni)。しかし、10m 歩行遂行時間では、有意差はなかったもの
の運動トレーニング実施回数と係数が－0.166 から－0.368 の緩やかな負の相関傾向がみら
れた。運動トレーニング実施回数と 10m 歩行遂行時間の相関を図 6 に示す。 
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         (r=－0.166，P>0.05)        (r=－0.232，P>0.05) 
 (r=－0.368，P>0.05) 
図 6 運動トレーニング回数と 10m 歩行遂行時間の相関 
 
Ⅴ．考 察 
1．  栄養療法および作業療法 
先行論文｢栄養・作業・運動複合療法による認知症治療効果：精神機能評価｣の考察を参照。 
  
2. 運動療法 
運動療法として導入した運動トレーニングの実施回数は、全対象者 2 年間の平均で 11.7
±2.4 回/月であった。しかし、作業療法と同様に、対象者個々の身体・精神状態により、大
きく影響を受けた。その結果、週 5 回(月 20 回)を目標に設定したが、実際は週 2-3 回の実
施となった。 
適度な運動は脳細胞の様々な部分の機能を使うため、脳の代謝が活発になり、認知障害を
予防、改善する効果がある 5)7)16)17)。また、運動により認知症者の前頭葉認知機能や記憶力
が改善したり 9)-14)、運動、栄養、学習、生活習慣の複合型認知症予防プログラムにより、
前期・後期健常高齢者の認知機能及び運動機能改善が報告されている 12)。日々施設内で過
ごし、身体機能が低下しやすい対象者にとって、運動トレーニングは、脳の運動関連領域等
の血流上昇につながり、認知症予防に効果があったのではないかと考えられる。  
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3．精神機能評価 
 運動機能検査 3 項目すべてで期間間の有意差がなかったため、栄養・作業・運動複合療法
の介入により、高齢認知症者の歩行、手技、言語運動機能が、2 年間維持できたと考えられ
る。ただし、項目によって状況は異なり、運動機能が維持されている対象者が手技では 27
名中 27 名、言語では 27 名中 26 名とほとんどであったが、歩行では 31 名中 18 名が悪化し
ていた。すなわち、高齢認知症者においては、手技や言語運動能力の改善は期待できるが、
歩行能力の改善はしにくいことが考えられる。加齢とともに身体機能が衰えていく高齢者に
おいて、いかに悪化群を減らし、維持・改善群を増やすかが課題である。 
 運動トレーニング実施回数と運動機能評価の相関では、運動機能検査 3 項目すべてで有意
差がなかったため、本研究で運動療法として取り入れた運動トレーニングは、運動機能の維
持・改善には関連がないという結果になった。脳トレーニングドリル実施枚数と運動機能評
価の相関でも、運動機能検査 3 項目すべてで有意差がなかったため、運動トレーニングは、
精神機能の維持・改善にも関連がないという結果になった。これらの原因として、そもそも
歩行トレーニングしていないこと、ほとんどの対象者が研究開始時から後期～超高齢者のた
め、研究期間中に運動機能が落ちていった者が少なくなかったことや、運動トレーニングそ
のものを週 5 回行えない者がいたことなどが考えられる。 
一方、脳トレーニングドリルが運動機能の維持に正の効果があることがわかった。そして、
運動トレーニング実施回数が多いほど 10m 歩行の遂行時間が短い傾向にあった。適度な運動
は、認知症と関連の深い前頭前野や海馬の血流や代謝をよくすることが報告されている 18)。
また、脳血流低下は認知障害に伴う決定因子の一つとして提唱されており 7）、適度な運動
は脳細胞の様々な部分の機能を使うため、脳細胞が刺激され脳の代謝が活発になり、認知障
害を予防、改善する効果がある 6) 7）。これらのことから、本研究で運動療法として取り入
れた運動トレーニングも、大脳運動関連領域の血流上昇につながり、少なくとも認知症予防
に効果があったのではないかと推察される。 
 
Ⅵ．結 語 
栄養療法では、発芽玄米の高い栄養価と豊富な生理活性機能により、作業療法では、脳ト
レーニングによる脳機能の活性化により、運動療法では、運動による身体および精神機能の
向上により、認知症治療効果を期待した。この栄養・作業・運動複合療法の介入により、運
動機能評価の 3項目全てにおいて期間間の有意な変化はなかった。高齢認知症者においては、
加齢および認知症により、放置すると悪化することから 19)、栄養・作業・運動複合療法が
高齢認知症者の運動機能の悪化を防止したと考えられる。 
また、本療法介入により、運動機能のうち手技と言語運動では、遂行時間の短縮（改善）
傾向がみられたことから、対象者を増やして十分なサンプル数を得た上で再度検定して効果
を見極めたい。 
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今後も、本療法を継続して認知症者の精神・身体機能の維持を図るとともに、その経過を
観察してく予定である。 
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